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■■■■　１　■　大震災からの教訓　■■■■■

　平成２３年３月１１日に起きた東日本大震災では、死者・行方不明者併せて約２４，０００人という過去最大規模となり、多くの被害をもたらしました。私たちは、過去の災害において多くのことを学びました。

東日本大震災では、住民同士による地域内での声掛けなどにより、建物倒壊や津波から生命を守ることが出来ました。これらの住民の自主防災組織による防災活動は、今後の防災活動の貴重な教訓となりました。

また、普段からの近隣や地域社会とのつながり、結びつきがきわめて重要であることが再認識されています。
（社）日本火災学会の「兵庫県南部地震における火災に関する調査報告書」によれば、自力または家族や近所の住民によって救出された割合は９０％を超えていました。また、淡路島の北淡町では、全世帯の約６割の家屋が全半壊し、約３００人の住民が倒壊した建物の下敷きになり生き埋めになりました。この人々は地元消防団や近隣の住民によってすべて救出されました。これは、住民のコミュニケーションが日ごろから図られていたからです。

また、神戸市長田区戸崎通２丁目では、地域住民が自治会長らの呼びかけで、バケツや洗面器を集め４０トンの防火水槽からリレー式で水を運び、迫る火勢を自らの手で食い止めました。

こうした地域による例は、自分たちの町は自分たちで守るという意識と日ごろのコミュニティの重要性を教えてくれました。

■■■■　２　■　自主防災組織の必要性・主な活動　■■■

自主防災組織は、「自分たちの地域は自分たちで守る」という自覚、連帯感に基づき、自主的に結成する組織で、災害による被害を予防し、軽減するための活動を行う組織です。
自主防災組織は、地域において「共助」の中核をなす組織であるため、町内会等の地域で生活環境を共有している住民等により、地域の主体的な活動として結成・運営されることが望ましいとされています。
特に災害によって地域が孤立した場合には、こうした普段から生活環境を共有している住民同士が相互に協力し合う「共助」が被害の軽減のために、最も重要な行動となります。
平成１６年の新潟県中越地震における旧山古志村（現長岡市）で、発災当日に住民の全ての安否を確認できたことは、こうした「共助」の最たる例です。
なお、自主防災組織が取り組むべき活動としては、主に日常的な活動として、防災知識の普及、地域の災害危険の把握、防災訓練の実施、火気使用設備器具等の点検、防災用資機材の整備等があります。また災害時においては、情報の収集・伝達、出火防止・初期消火、住民の避難誘導、負傷者の救出・救護、給食・給水等の活動があげられます。

災害時においては、地域や近所のみなさんが団結し、組織的に活動することによってその効果が最大限に生かされるものと考えます。したがって、地域ごとにそれぞれの実状にあった自主的な防災組織をつくり、日ごろからの準備や、大地震が発生した場合などを想定した地域ぐるみの防災訓練を積み重ねておくことが必要です。

■■■■　３　■　自主防災組織のつくり方　■■■■■


１．町内会・自治会の役員会で防災活動の必要性を訴える。

２．役員会や総会等で自主防災組織の設置の決議

３．防災会規約＜資料１＞、組織の構成と連絡網＜資料２＞、防災計画＜資料３＞の整備

４．地域安全課へ防災規約・計画の提出、犬山市自主防災組織設置助成措置適用申請書＜資料４＞の提出

５．助成措置交付決定

６．助成資機材の受領、取扱方法の説明、防災訓練の実施

■■■■　４　■　防災会規約の作成方法　■■■■■

（自主防災組織の規模）

１町内会又は数町内会を単位としてください。

（自主防災組織の名称）

「○○防災会」としてください。（○○の部分は町内会名）

（自主防災組織の規約）

自主防災組織の規約は、組織の目的、事業内容などを明らかかにするとともに、役員の選任及び任務、会議の開催、防災計画などについて定めるものです。

＜資料１＞を参考に作成してください。
※組織の継続性と活性化のため、役員任期を複数年とすることが望ましいです。
■■■■　５　■　防災計画の作成方法　■■■■■

　自主防災組織は、警戒宣言発令時や発災時に迅速かつ能率的に防災活動を行い、被害の発生又は拡大を防止するため、あらかじめ防災計画を作成しておくことが必要です。

　災害はいつ発生するかわかりません。昼と夜では地域の中にいる人が異なります。したがって、いろいろな場合を予想してそれぞれの対策を用意することが必要です。また、ひとまねの計画ではいざというときに充分役立ちません。自分たちの地域の実情に合った防災計画が必要です。そのためには、まず地域の実情を調べ充分話し合うことが何よりも大切です。

＜資料３＞を参考にしてください。
＜資料１＞

　　　○○防災会規約

　（名　称）

第１条　この会は、○○防災会（以下「本会」という。）と称する。

　（事務所の所在地）

第２条　本会の事務所は○○に置く。
　（目　的）

第３条　本会は、住民の隣保共同の精神に基づく自主的な防災活動を行うことにより、地震その他の災害（以下「地震等」という。）による被害の防止及び軽減を図ることを目的とする。

　（事　業）

第４条　本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

　(1)　防災に関する知識の普及に関すること。

　(2)　地震等に関する災害予防に関すること。

　(3)　地震等の発生時における情報の収集伝達、初期消火、救出救護、避難誘導等応急対策に関すること。

　(4)　防災訓練の実施に関すること。

　(5)　防災資機材等の備蓄に関すること。

　(6)　その他本会の目的を達成するために必要な事項

　（会　員）

第５条　本会は、○○町内にある世帯をもって構成する。

　（役　員）

第６条　本会に、次の役員を置く。

　(1)　会　長

１人

　(2)　副会長

１人

　(3)　班　長

若干人

　(4)　監　査

２人

２　役員は、会員の互選による。

３　役員の任期は、○年とする。ただし、再任することができる。
　（役員の任務）

第７条　会長は、本会を代表し、会務を総括し、地震等の発生時における応急活動の指揮命令を行う。

２　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を行う。

３　班長は、役員会の構成員となり、会務の運営にあたる。

４　監査は、会の会計を監査する。

　（会　議）

第８条　本会に、総会及び役員会を置く。

　（総　会）

第９条　総会は、全会員をもって構成する。

２　総会は、毎年１回開催する。ただし、特に必要がある場合は臨時に開催することができる。

３　総会は、会長が招集する。

４　総会は、次の事項を審議する。

　(1)　規約の改正に関すること。

　(2)　防災計画の作成及び改正に関すること。

　(3)　事業計画に関すること。

　(4)　予算及び決算に関すること。

　(5)　その他、総会が特に必要と認めたこと。

５　総会は、その付議事項の一部を役員会に委任することができる。

　（役員会）

第10条　役員会は、会長、副会長及び班長によって構成する。

２　役員会は、次の事項を審議し、実施する。

　(1)　総会に提出すべきこと。

　(2)　総会により委任されたこと。

　(3)　その他役員会が特に必要と認めたこと。

　（防災計画）

第11条　本会は、地震等による被害の防止及び軽減を図るため、防災計画を作成する。

２　防災計画は、次の事項について定める。

　(1)　地震等の発生時における防災組織の編成及び任務分担に関すること。

　(2)　防災知識の普及に関すること。

　(3)　防災訓練の実施に関すること。

　(4)　地震等の発生時における情報の収集伝達、出火防止、初期消火、救出救護及び避難誘導に関すること。

　(5)　その他必要な事項

　（会　費）

第12条　本会の会費は、総会の議決を経て別に定める。

　（経　費）

第13条　本会の運営に要する経費は、会費その他の収入をもってこれにあてる。

　（会計年度）

第14条　会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。

（会計監査）

第15条　会計監査は、毎年１回監査が行う。ただし、必要がある場合は、臨時にこれを行うことができる。

２　監査は、会計監査の結果を総会に報告しなければならない。

　　付　則

　この規約は、平成○○年○○月○○日から実施する。
＜資料２＞

防災会の組織図及び役員名簿

＜資料３＞

　　　　○○防災会防災計画

１．目　的

この計画は、○○防災会の防災活動に必要な事項を定め、もって、地震その他の災害による人的、物的被害の発生及びその拡大を防止することを目的とする。

２．計画事項

この計画に定める事項は、次のとおりとする。

(1)　防災組織の編成及び任務分担に関すること。

(2)　防災知識の普及に関すること。

(3)　防災訓練の実施に関すること。

(4)　情報の収集、伝達に関すること。

(5)　出火防止、初期消火に関すること。

(6)　救出救護に関すること。

(7)　避難誘導に関すること。

(8)　給食、給水に関すること。

３．防災組織の編成及び任務分担

地震災害に関する警戒宣言発令時及び災害発生時の応急活動を迅速かつ効果的に行うため、次のとおり防災組織を編成する。

[編成例１]　１町内会を単位とした編成

（情報の収集・伝達）

（消火器等による消火）

会長　　副会長　　（負傷者の救出救護）

（住民の避難誘導等）

給食・給水班（給食・給水活動）

［編成例２］　数町内会を単位とした編成



本　　部　　救出・救護班

給食・給水班



会長　　副会長　　　　　○○地区　　
救出・救護班

給食・給水班



　　　　　　　　　　　　○○地区
救出・救護班

給食・給水班

４．防災知識の普及

地域住民の防災意識を高揚するため、次により防災知識の普及を行う。

(1)　普及事項

普及事項は、次のとおりとする。

ア　防災組織及び防災計画に関すること。

イ　地震・火災・水災等についての知識に関すること。

ウ　地区周辺の環境に応じた防災知識に関すること。

エ　各家庭における防災上の留意事項に関すること。

オ　その他防災に関すること。

(2)　普及の方法

防災知識の普及方法は、次のとおりとする。

ア　広報紙、パンフレット、リーフレット、ポスター等の配布

イ　座談会、講演会、映画会等の開催

ウ　パネル等の展示

(3)　実施時期

防災週間（８月３０日から９月５日まで）、火災予防運動期間等防災関係諸行事の行われる時期に行うほか、随時実施する。

５．防災訓練

大地震等の災害の発生に備えて、情報の収集、伝達、消火、避難等が迅速かつ的確に行いうるようにするため、次により防災訓練を実施する。

(1)　訓練の種別

訓練は、個別訓練及び総合訓練とする。

(2)　個別訓練の種類

個別訓練は次のとおりとする。

ア　情報の収集伝達訓練

イ　消火訓練

ウ　避難訓練

エ　救出・救護訓練

(3)　総合訓練

総合訓練は、２以上の個別訓練について総合的に行うものとする。

(4)　訓練実施計画

訓練実施に際しては、その目的、実施要領等を明らかにした訓練実施計画を作成する。

(5)　訓練の時期及び回数

ア　訓練は原則として春季及び秋季の火災予防運動期間中並びに防災の日に実施する。

イ　訓練は総合訓練にあっては、年○回以上、個別訓練にあっては、随時実施する。

６．災害時の各班の動き

　情報班
被害状況等を正確かつ迅速に把握し、適切な応急措置をとるため、情報の収集、伝達を次により行う。

(1)　情報の収集伝達

情報班員は、地域内の災害情報、逃げ遅れ、防災関係機関、報道機関等の提供する情報を収集するとともに必要と認める情報を地域内住民、防災関係機関等に伝達する。

(2)　情報の収集伝達方法

情報の収集伝達は、電話、ラジオ、テレビ、携帯無線機、伝令等による。

　消火班　

(1)　初期消火

　　　消火班は、情報班が収集した情報などから火災（燃え始めたばかりの火災など小規模なもの）が発生している場合、街頭消火器等を使用し消火活動を行う。

火災が延焼拡大している場合は近づかず、直ちに防災会長へ住民の避難を進言する。

(2)　出火防止（平常時の活動）

大地震時等においては、火災の発生が被害を大きくする主な原因であるので、出火防止の徹底を図るため、毎月○日を「防災の日」とし、各家庭においては、主として次の事項に重点をおいて点検整備する。

ア　火気使用設備器具の整備及びその周辺の整理整頓状況

イ　可燃性危険物品等の保管状況

ウ　消火器等消火資機材の整備状況

エ　その他建物等の危険箇所の状況

(3)　初期消火の対策（平常時の活動）

地域内の火災が発生した場合、迅速に消火活動を行い初期に消火することができるようにするため、次の消火資機材を配備する。

街頭消火器の設置の促進及び消火器、水バケツ等各家庭への配備を行う。

救出・救護班
(1)　救出救護活動

救出救護班は、情報班が収集した情報などから建物の倒壊、落下物等により救出救護を要する者が生じたときは、直ちに救出救護活動を行う。この場合、現場付近の者は救出救護活動に積極的に協力する。

(2)　医療機関への連絡

救出救護班員は、負傷者が医師の手当を要するものであると認めたときは、次の医療機関の設置する応急救護所に搬送する。

ア　○○○○病院（医院）

(3)　防災関係機関の出動要請

救出救護班は、防災関係機関による救出を必要とすると認めたときは、防災関係機関の出動を要請する。

避難誘導班

火災の延焼拡大等により地域住民の人命に危険が生じ、又は生じるおそれがあるときは、次により避難を行う。

(1)　避難誘導の指示

犬山市長の避難指示・勧告が出たとき、又は防災会長が必要があると認めるときは、防災会長は避難誘導班に対して避難誘導の指示を行う。

(2)　避難誘導

避難誘導班員は、防災会長の避難誘導の指示に基づき、住民を町内会一次避難場所から最寄の市指定避難所へ誘導する。

(3)　避難路及び避難地

ア　町内会一次避難場所　○○公園

イ　市指定避難所　〇〇公民館
ウ　避難路　〇〇公園から○○通りを通り、〇〇公民館へ避難。ただし、○○通りが通行不能等の場合は、○○通りとする。
給食・給水班

避難所等における給食及び給水は、次により行う。

(1)　給食の実施

給食給水班員は、市から配分された食料、地域内の家庭又は米穀類販売業者等から提供を受けた食料等の配分、炊き出し等により給食活動を行う。

(2)　給水

給食給水班員は、市から提供された飲料水、水道、井戸等により確保した飲料水により給水活動を行う。

＜資料４＞
犬山市自主防災組織設置届出書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　犬山市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
　　　　　　　　　　　　届出者　　住　　所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　下記のとおり、自主防災組織を設置しましたので届け出ます。
記
１．防災会名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　防災会　　　　　
１．設立年月日　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日
１．組織概要　　　　班　数：　　　　　　　班
　　　　　　　　　　世帯数：　　　　　　　世帯
　　　　　　　　　　会員数：　　　　　　　人
１．添付書類　　　　（１）規約
　　　　　　　　　　（２）役員名簿
様式第１（第６条関係）
犬山市自主防災活動支援補助金等交付申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　犬山市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
　　　　　　　　　　　　申請者　　住　　所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　下記のとおり、犬山市自主防災活動支援補助金等交付要綱第６条の規定により、補助金等の交付を申請します。
記
１．補助区分　　□　防災会の設置に伴う防災用資機材の支給
　　　　　　　　□　防災用資機材の購入に伴う補助金の交付



　以下、防災用資機材購入時のみ記入・添付
１．補助金交付申請額　　　金　　　　　　　　　　円
１．添付資料
＜資料５＞

　年　　月　　日

　
　　　　　　　 　　　防災会

会長　　　　　　　　　　

ＴＥＬ　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　防災会防災訓練実施計画
	日　　時
	　令和　　年　　月　　日（　）　　時　　分～　　時　　分

	場　　所
	

	訓練種目
	初期消火・避難誘導・応急救護・防火講話・防災映画・給食給水

	参加人員
	人
	指導者派遣の要否
	要　・　否

	実施要領
	内　　　　容
	　１．初期消火

　　　ア．消火器の知識、取扱要領の習得

　　　イ．バケツリレーによる消火要領の習得

　２．避難時の心得、要領等

　３．応急救護の知識、技術の取得及び応急担架の作り方

　４．防災知識の普及（講話と映画）

　５．炊き出しによる給食等

　６．その他

	
	資機材
	　防災会で準備しているもの

	備　　考
	　雨天の場合の希望日（　　月　　日）


※１．訓練種目・内容の欄は、実施する訓練を○で囲んでください。

※２．訓練日程については、調整させていただくこともあります。

※３．この書類は、市役所防災交通課防災担当へ提出してください。

TEL　４４－０３４６（直通）　FAX４４－０３６７

町内会・自治会





給食給水班





避難誘導班





救出救護班





消　火　班





情　報　班





氏　　名


住　　所


電話番号





氏　　名


住　　所


電話番号





氏　　名


住　　所


電話番号





氏　　名


住　　所


電話番号





氏　　名


住　　所


電話番号





班長





班長





班長





班長





班長





氏　　名


住　　所


電話番号





氏　　名


住　　所


電話番号





会　長





副会長
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